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 次のテーマの解決策を募集するにあたり、募集内容を効果的・効率的に実現する

ため、公募型プロポーザル方式により提案を募集し、最優秀提案者の選定を行う。 
 

１  募 集 概 要 等 
 

１－１  募集テーマ 

  借地権付き空き家問題の解消に向けた官民連携スキームの構築  

 

１－２  募集テーマの詳細  

  別添「課題深堀シート」のとおり 

 

１－３  提案すべき事項  

（１）必ず提案（実施）すべき事項 

・借地権整理に関する実績と専門ノウハウについて 

・底地取得等、権利調整までのプロセスについて 

・市から提供する情報の活用とアプローチ・交渉手法  

・権利調整後の不動産の市場供給及び利活用の手法について 

・法令順守（コンプライアンス）の確保について  

・事業実施の上で想定されるリスクとその対応方法について  

・市から情報提供のあった底地又は建物所有者に対し、1 件以上の提案、交渉を

実施すること。 

（２）任意で提案（実施）できる事項  

・実証を踏まえ、次年度以降に市と民間事業者とが連携を進める手法  

・市民向け相談窓口として拡充していくための手法  

・官民連携モデルの認知度向上を図る方法  

・借地権者または底地所有者が不明であった場合における手法  

   

１－４  業務期間  

  契約締結日から令和９年３月２５日(木)まで 

 

１－５  委託費の上限額  

  ４００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

２  募 集 要 領 等 
 

２－１  参加資格  

（１）本プロポーザルに参加できるものは、次に掲げる全ての要件を満たすものと

する。 

  ① 民間企業、特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人、その他の
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法人（公益法人、独立行政法人、事業協同組合等）又は法人以外の団体等（権

利能力なき社団、有限責任事業組合等）であって本募集事業を的確に遂行す

るに足る能力を有する者であること。  

  ② 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しない者であること。 

  ③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定により再生手続開始の申

し立て中又は再生手続中でないこと。  

  ④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申

し立て中又は更生手続中でないこと。  

  ⑤ 西尾市競争入札参加停止措置要綱に規定する停止措置期間中でないこと。 

  ⑥ 業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合

において、これらを受けていること。  

  ⑦ 西尾市が行う調達契約からの暴力団排除に関する要綱に基づく入札参加

排除措置を受けてないこと。 

⑧ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人でないこと。  

   

（２）審査で決定した最優秀提案者（最優秀提案者との契約が不調の場合は、次点

の者とする。以下「最優秀提案者等」という。）が、契約の締結までに（１）

①～⑧いずれかの要件を満たさなくなったときは、市は最優秀提案者等と

契約を締結しないものとする。また、契約締結後、契約の相手方である受託

者が（１）①～⑧いずれかの要件を満たさなくなったときは、市は契約を解

除することができる。なお、市が契約を解除した場合は、受託者に損害賠償

義務が生じる。 

 

２－２  スケジュール 

事由 日時 

公募型プロポーザル実施要領の公表 令和８年７月２２日（水） 

プロポーザル参加申込期限  令和８年８月１９日(水) 午後４時  

質問受付期限  令和８年８月１９日(水) 午後４時  

質問に対する回答  令和８年８月２６日(水) 

企画提案書の提出期限  令和８年９月３日(木) 午後４時  

企画提案書の書面審査  令和８年９月７日(月)～９日(水) 

審査結果通知日（予定）  令和８年９月中旬  

契約内容協議期間（予定）  令和８年９月下旬～１０月上旬  

契約締結日（予定）  令和８年１０月上旬  
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２－３  参加手続き等  
  

 （１）参加申込から契約までの流れ 

 
参加申込書兼誓約書等の提出  

参加申込者の参加資格の確認  

参加資格あり  参加資格なし  

市から企画提案書の提出要請の通知  

企画提案書の提出  

企画提案書書面審査  

契約締結  

参加申込者のうち、参加資格を満たして
おり、企画提案書の提出を受けることが
適当と認められる者に対して、市から企
画提案書の提出要請の通知をする。  

最優秀提案者  最優秀提案者以外の者  

※  次点の提案者  

※  最優秀提案者との契約

が不調の場合は、次点の

提案者と交渉する。  

対話、契約内容の協議  
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（２）公募型プロポーザル参加申込 

公募型プロポーザルに参加を希望する事業者は、次とおり必要書類を提出

するものとする。 

   ① 提出書類 

ア 公募型プロポーザル参加申込書兼誓約書（様式１）１部 

イ 事業者概要書（様式２）１部 

   ② 提出期限：令和８年８月１９日(水) 午後４時まで（必着） 

   ③ 提出場所：「２－７事務局」に同じ 

   ④ 提出方法：持参、郵送、電子メール 

    ・持参の場合は土日祝日を除く午前９時から午後４時までとする。 

・電子メールの場合は、必ず電話で送信した旨を伝えること。  

 

（３）公募型プロポーザルに係る質問及び回答  

   本プロポーザルに関する質問の受付及び回答は、以下のとおりとする。 

① 質問受付期間 

実施要領の公表から令和８年８月１９日(水) 午後４時まで 

② 質問方法 

「質問票（様式３）」に記入の上、「２－７事務局」にて持参又は電子メ

ールで提出すること。ただし、電子メールの場合は、必ず電話で送信し

た旨を伝えること。 

   ③ 回答方法 

質問に対する回答は、参加申込書を提出し、参加資格を満たした全事業

者宛に令和８年８月２６日(水)までに電子メールで回答する。また、回

答に記載した内容は、実施要領の追加又は修正として取り扱うこととす

る。 

   ④ 質問内容 

     質問内容は、企画提案書に関するもののみとし、審査（評価）に関する

質問及び再質問は一切受け付けない。 

  

 （４）企画提案書の提出 

    本プロポーザルへ参加申込を行い、参加資格があると認められた場合は、

次のとおり企画提案に係る必要書類を提出するものとする。 

①   提出書類 

ア 企画提案書（様式４）１部 

イ 企画概要書（様式５）１部 

ウ 見積書 １部 

②   提出期限：令和８年９月３日(木) 午後４時まで（必着） 

③   提出場所：「２－７事務局」に同じ  
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④   提出方法：持参、郵送、電子メール  

     ・持参の場合は土日祝日を除く午前９時から午後４時までとする。 

    ・電子メールの場合は、必ず電話で送信した旨を伝えること。  

 

 （５）企画概要書（様式５）の記載内容は、以下のとおりとする。 

①深堀シート内のテーマについて、解決策（方法、対象者、実施回数、実施

日時、実施場所等）を記載できる範囲でなるべく具体的に説明すること。  

②解決策の推進上、必要となる専門性と技術力を説明すること。  

③解決策の期待される効果と、その測定項目並びに測定方法を説明すること。 

④解決策の実施スケジュールを説明すること。  

⑤次年度以降の展開に関する提案等、業務拡張性について説明すること。  

⑥過去に同種・類似業務の業務実績があれば記載すること。  

⑦文字の大きさは、原則として１１ポイント以上とすること。  

⑧文書を補完するための写真、イラストの使用は任意とする。  

⑨企画提案書の印刷色はカラー、白黒を問わない。  

⑩様式は問わないが、任意様式を使用する場合はＡ４サイズとし、既定の様

式番号や項目等がわかるように作成すること。  

⑪枚数に応じて、様式番号に枝番を付すこと。  

 

２－４  参加辞退  

  参加申込書の提出後又は企画提案書の提出後、都合により参加を辞退するこ

とになった場合は、速やかに書面により市へ報告すること。  

 

２－５  委託契約等  

（１）市は、審査で決定した最優秀提案者と所定の手続きを経たうえで、委託契

約を締結する。なお、契約に当たっては、契約書を交わすこととする。  

（２）市は、審査において最優秀提案者として決定した者を契約候補者とする。

ただし、次のいずれかの事由により契約を締結できない場合には、次点の

者を契約候補者とする。  

①  契約候補者がプロポーザルの参加資格を満たさないこととなったとき  

②  契約交渉が成立しないとき、又は契約候補者が本契約の締結を辞退した

とき 

③  提出書類、企画提案書等に虚偽の記載が判明したとき  

④  その他の理由により契約の締結が不可能となったとき 

（３）契約内容については、選定された企画提案書の内容に限定されることなく、

交渉相手と協議のうえで変更することができるものとする。  

 （４）契約金額は、企画提案書に記載された見積額がそのまま採用されるのでは

なく、最優秀提案者との協議により業務仕様書を確定した後に決定する



 6 

ものとする。ただし、この場合、原則として、企画提案書に記載された見

積額を超えることは認めないものとする。  

 （５）契約保証金は、西尾市契約規則（昭和３９年規則第２９号）第３１条各号

のいずれかに該当する場合は免除する。  

（６) 受託者は、業務の一部を第三者に再委託することができる。その場合は、

再委託先ごとの業務内容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記

の上、企画提案書に記載すること。  

 （７）その他留意事項 

① 成果物等については、第三者の知的財産権を侵害していないことを保証

すること。なお、第三者が有する知的財産権の侵害の申し立てを受けた時

には、受託者の責任（解決に要する一切の費用負担を含む。）において解決

すること。 

②  委託者又は受託者いずれかが天災等の不可抗力によりやむを得ず本契

約の全て又は一部の履行が不可能となった場合は、双方ともその相手方に

対して賠償の責任を負わないものとする。  

③  前項の場合、受託者は、合理性が認められる範囲で、受託者が準備のた

め支出した経費を双方協議の上、委託者に請求することができる。  

④ 事業実施後、事業実施報告書を提出することが必要なるため、契約に盛

り込むことを予め承知すること。 

 

２－６  その他  

 （１）提案に要する経費は、各事業者の負担とする。  

 （２）提出された企画提案書は返却しないものとする。ただし、このプロポーザ

ルに係る審査及び事務処理以外には利用しないものである。  

 （３）企画提案書等の応募書類について、西尾市情報公開条例（平成１３年条例

第２０号）の規定による請求に基づき、第三者に開示する場合がある。  

 （４）参加申込書、企画提案書等に虚偽の記載をした場合には、失格とする。  

 （５）参加申込書、企画提案書等の受理後の差し替え及び追加・削除は原則とし

て認めないものとする。ただし、市から要請があったものについてはこの

限りではない。 

 （６）企画提案書の内容で、市が確認すべきことや疑義が生じた場合は、必要に

応じて提案者に対するヒアリングを行うものとする。ヒアリングが必要な

場合は、９月８日（火）又は９日（水）に行うものとし、ヒアリング方法

及び時間については、９月４日(金)午後５時まで市からに連絡する。 

    なお、上記期限までに市から連絡がない場合は、原則、ヒアリングは行わ

ないものとするが、軽易な質問については、市から随時電話で問い合わせ

ることもある。 

 （７）その他、本要領に定めのない事項については、地方自治法、同法施行令及
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びその他関係法令並びに西尾市が制定する関係条例、規則等に従うものと

する。 

 （８）提出された企画提案書等は必要な範囲で複製することがある。  

 （９）本プロポーザルにより委託契約を締結した場合であっても、翌年度以降の

契約を保証するものではない。なお、翌年度以降に事業実施する場合は、

改めて入札等により実施事業者を決定する。 

 

２－７  事務局  

   住 所：〒４４５－８５０１ 愛知県西尾市寄住町下田２２番地 

   担 当：西尾市総合政策部秘書政策課  企画政策担当 藤村 

   電 話：０５６３－６５－２１５４（直通）※平日午前９時～午後４時 

   ＦＡＸ：０５６３－５６－０２１２ 

   電子メール：kikaku@city.nishio.lg.jp 
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３   審  査  方  法  等  
 

３－１  審査方法  

（１）審査は提出された企画提案書により行うこととし、プレゼンテーションに

よる審査は原則実施しないものとする。 

（２）提出された企画提案書を「３－２ 評価基準」で定める基準に基づき、選

定委員により審査し、評価点方式（注）により順位を決定する。ただし、選

定委員の合計点の平均点が６０点を超えるものが無いときは、最優秀提案者

等がないものとする。  
 
  （注）評価基準の配点に基づく各選定委員の採点結果の１位を２点、２位を１

点として集計を行い、その合計点により最優秀提案者を決定する方式  

 

３－２  評価基準  

番号  評価項目  評価内容  配点  

１  業務実績  同種・同様の業務実績を有しているか  １０  

２  実施方針  テーマに合った解決策が示されているか  １０  

３  実施体制  解決策の推進上、必要な専門性と高い技術力を有し

ているか。  

１０  

４  実施工程  解決策の実施スケジュールが妥当であるか  １０  

５  実施内容  解決策により高い改善効果が認められるか  ３０  

６  実現可能性がある解決策となっているか  ２０  

７  次年度以降の展開に関する提案等、業務拡張性につ

いて有効性、実現性のある解決策となっているか  

１０  

合     計  １００  

 

 

３－３  審査結果  

  企画提案書を提出した全事業者宛に令和８年９月中旬を目途に書面により通

知するものとする。なお、審査結果に係る問い合わせには、一切応じないことと

する。  

 


